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厚生労働科学研究費補助金（第 3次対がん総合戦略研究事業） 

（総合）研究報告書 

 

地域がん登録と院内がん登録の標準化に向けての検討 
地域がん登録データを用いた、がん診療連携拠点病院院内がん登録の 

登録漏れの試みと、院内がん登録推進へむけた取り組み― 
 

研究分担者 早田みどり （公財）放射線影響研究所疫学部 研究員 

 

研究要旨 

院内がん登録の完全性は地域がん登録の精度向上にも繋がるものであり、重要な問題で

ある。昨年度は、長崎県がん登録データのうち 2001 年から 2009 年までの罹患データを用

いて、院内がん登録の登録漏れ把握を試みた。がん診療連携拠点病院における治療件数に

対する DCO 割合は観察期間中、0－1.3％と低い値で推移していた。一方、病理診断情報の

みの割合は 2007 年罹患データでは 2.3-19.3％と、登録漏れが大きかった。上皮内癌が全体

の約 30％を占めていた。浸潤癌については皮膚がんで登録漏れの大きいことが判明した。

院内がん登録における症例探知に、病理診断情報の利用を徹底する必要があると考えられ

た。 

今年度は、医療機関のがん登録に関する意識調査を目的として、アンケート調査を行っ

た。内容は、届出に関すること、病理診断情報提供に関すること、院内がん登録に関する

ことである。届出数確保には、入力用ソフトの提供が有用と考えられた。病理診断情報の

提供に関しては、今後、多くの施設の協力が期待できるのではないかと考えられた。院内

がん登録の登録項目に関しては、がん診療拠点病院以外でも拠点病院と同等の院内がん登

録を行っている/行う予定であるとしていた。しかし、未回答、或は分からないと答えた施

設が 4割と多く、それぞれの特性について説明が必要であると考えられた。 

 

Ａ.研究目的 

院内がん登録データは地域がん登録に届

けられ、今や、地域がん登録の重要な情報

源となっている。地域がん登録では、通常

の登録作業の中で、院内がん登録の登録漏

れを経験することが稀ではない。院内がん

登録の完全性は地域がん登録の精度向上に

直接繋がるものであり、その精度を高める

ことは非常に重要と考えられる。昨年度は、 

地域がん登録データを用いて、院内がん

登録の登録漏れの把握を試みた。 

今年度は、如何にしたら、医療機関にが

ん患者情報の提供をして貰えるかを探るべ

く、2013 年 11 月、医療機関のがん登録に

関する意識調査を目的としたアンケート調

査を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

長崎県には、現在、6つの拠点病院があ

る。2001 年から 2009 年までの罹患データ

を用いて、長崎県内の拠点病院 6施設につ

いて、各病院の DCO 数を年次別・がんの部
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位別に求めた。次に、地域がん登録におけ

る罹患数に替るものとして、施設ごとの年

次別・部位別治療件数を求め、DCO 数を治

療件数で除した値を算出した。 

長崎県には県の南半分をカバーする病理

登録（長崎県腫瘍組織登録）があり、1974

年より病理診断情報の収集・登録を行って

いる。ここで集められた病理診断情報（以

下、病理診）は長崎県がん登録の貴重な情

報源となっている。そこで、上記 6施設の

うち病理登録でカバーされている 5施設に

ついて、2001 年から 2007 年までの施設ご

との病理診のみの症例数を年次別・がんの

部位別に求め、DCO 同様、治療件数で除し

た値を算出した。 

今年度は、2013 年 11 月に長崎県内の 120

病院を対象にアンケート調査を実施した。

アンケートの内容は、1、県がん登録に届出

をしたことがあるか、2、県がん登録から病

理診断情報の提供を依頼されたことはある

か、3、院内がん登録を行っているかの 3

点である。1、に関しては、届出様式に関す

る質問を、2、に関しては、提供の仕方に関

する質問を、3、に関しては、登録項目に関

する質問と登録媒体（システム）に関する

質問も併せて行った。 

 

Ｃ．研究結果 

1. 施設別 DCO％ 

表 1に 2001 年から 2009 年までの施設ご

との DCO％を示した。院内がん登録開始時

期との関連を見るために、開始年を太枠で

示した。いずれの病院も DCO％は 0.0-1.3％

と極めて小さく、良好な成績であった。院

内登録の開始との関連は認められなかった。 

 

表 1. 施設別 DCO 数/治療件数(%) 

0.3 0.6 1.1 1.3 1.2 0.7 2009

0.3 0.1 0.5 1.0 0.7 0.4 2008

0.0 0.0 0.6 0.7 0.1 0.5 2007

0.0 0.0 0.3 0.0 0.4 0.7 2006

0.0 0.0 0.1 0.3 0.0 0.3 2005

0.0 0.3 0.2 0.3 0.0 0.5 2004

0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.5 2003

0.0 0.0 0.5 0.0 0.0 0.7 2002

0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.3 2001

Si-1O-1S-1N-3N-2N-1
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＊太枠は、院内がん登録開始年を示す 

 

2. 施設別病理診断のみの割合 

表 2に 2001 年から 2007 年までの病院ご

との病理診のみの割合を示した。病理診の

みということは、院内がん登録開始以降に

関しては、院内登録から漏れていることを

意味している。 

 

表 2. 施設別病理診のみ例数/治療件数(%) 

19.3 2.3 6.1 6.4 8.3 2007

73.1 19.2 4.1 6.6 30.7 2006

75.0 4.7 6.8 8.2 17.0 2005

75.4 16.1 9.1 10.6 15.8 2004

80.1 76.1 49.4 5.9 28.2 2003

77.3 76.6 12.9 49.8 35.9 2002

75.5 74.8 5.6 36.6 35.3 2001
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＊太枠は、院内がん登録開始年を示す 

 

太枠は院内がん登録開始年を示している

が、いずれの施設においても登録開始前と

比べ数字が大きく下回っていた。しかしな

がら、登録開始以降に 10％を超える施設も

あり、院内がん登録に注意を促す必要があ

ると考えられた。長崎県がん登録の特徴と
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して、採録と病理診の収集により高い登録

精度を維持してきたが、O-1,Si-1 は特に病

理診に依存して登録が行われてきたこと、

そして現在でもなお、院内がん登録におけ

る登録漏れを病理診で補足している実態が

明らかとなった。 

 

3. 病理診断情報のみの症例 

2007年の病理診のみの症例282例のうち、

上皮内癌が全体の約 30％を占めていた。上

皮内がんの内訳を見ると、結腸の粘膜癌が

30 例と最も多かった。浸潤癌については皮

膚癌、口腔・咽頭がんにおける登録漏れが

目立った。 

 

4. アンケート調査結果 

アンケートの回収率は、58.3％（70/120）

であった。 

「県がん登録に届出を出したこがあるか」

という問いに関しては、「はい」が 30 施設、

「いいえ」が 40 施設であった。届出の仕方

に関しては、「県がん登録室から配布され

る届出票に手書きしたものを送付」という

回答が 16 施設と最も多かった。この１６施

設に、「届出フォームをデジタル化したソ

フトがあれば利用したいと考えるか」と質

問したところ、13 施設が「はい」と答えて

いた。 

次に、「県がん登録から病理診断情報の

提供を依頼されたことはあるか」という問

いに対しては、「はい」が 20 施設、「いい

え」が 44 施設、6施設は未回答であった。

44 施設の中には実際には長崎県医師会に

病理診断情報が登録されている施設が 32

施設あり、病理登録の存在が周知されてい

ない実態が明らかになった。 

「現在、院内がん登録を行っているか」 と

いう問いに関しては、「はい」が 15 施設、

「いいえ」が 55 施設であった。現在、長崎

県には 6つの拠点病院と 2つの県指定がん

診療連携推進病院が指定されている。それ

以外にも 3つの病院で拠点病院に準じた院

内がん登録が行われていることが判明した。

最後に、「いいえ」と答えた施設に対して、

「院内がん登録を開始する予定はあるか」

という質問を行ったところ、開始時期が決

定しているという回答が 14 施設、開始する

方向で検討中であるという回答が 12 施設、

院内がん登録を実施したいが、どうしたら

よいかわからないと答えた施設が 28 施設

見られた。多くの施設が、「どうしたらよい

かわからない」と答えており、研修会の開

催や、医師会報などを通じた情報提供の必

要性が明らかとなった。 

 

Ｄ．考察 

長崎県がん登録は、前身である長崎市腫

瘍登録の登録対象エリアが長崎市から全県

に拡大され 1984 年に登録事業が開始され

た。長崎市腫瘍登録は 1958 年に開始された

が、当初より出張採録という積極的収集方

法が採られ、登録の量を確保してきた。1974

年には長崎県の南半分をカバーする組織登

録（病理登録）事業が開始され、そこで集

められた病理診断情報および付随する臨床

情報は登録の量のみならず、質の向上に大

いに貢献してきた。1985 年以降、長崎県北

半分の病理情報の収集にも力を入れてきた。

長崎県がん登録の登録精度の維持・向上は

出張採録と病理診断情報収集に依存してき

たといっても過言ではない。殊に、全県の

病理診断情報を可能な限り過去に遡り収集

したことが、1985 年から 2010 年までの登

録精度の安定に繋がっている。
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図 1. 長崎県における DCO%と I/D の推移 

 

近年、全国的にがん診療連携拠点病院が

指定されたことにより、県の内外の拠点病

院からがん情報が地域がん登録に提供され

るようになり、登録の量の安定確保に繋が

っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2. 地域別 DCO% 

 

図 2 に示すように、県内の登録精度を地

域別にみたとき、非常に登録精度の低い地

域が存在するが、県外からのがん情報提供

の恩恵を受けて、地域差も徐々に解消され

つつある。 

前述したように、長崎県では病理診断情

報の収集に力を入れてきた。昨年は、拠点

病院の届出漏れを、DCO と病理診のみの症

例という二つの側面から調査した。その結

果、漏れの存在が判明した。何れも、地域

がん登録の問題というよりも拠点病院の

院内がん登録の問題であるが、地域がん登

録の登録精度に繋がる問題なので、地域が

ん登録から院内がん登録に問題提起を行

った。 

今年は、地域がん登録の立場で、更なる

登録精度の改善、具体的には DCO%を減少さ

せることを念頭に置き、届出推進に向けた

取り組みを行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3. DCO%の施設内訳 

 

上の図から明らかなように、DCO で大き

な部分を占めるのは、拠点病院以外の県内

病院および県内診療所である。そこからの

届出を促進する必要がある。そこで、医療

機関のがん登録に関する意識調査を目的

としたアンケート調査を行った。回収率は

58.3％であり、地域により、がん登録への

関心度合いに温度差があった。届出に関し

ては、多くの施設が手書きよりも PC を用

いた入力ソフトの利用を希望しており、届

出の促進に入力用ソフトの配布が有用と

考えられた。長崎県でこれまで進めてきた

病理診断情報の入手に関しては、半数以上

の病院が自らスクリーニングをして情報

提供しても良いと答えており、それ以外の

病院もがん登録室のスタッフが訪問する

ことで、大半の情報が入手できそうであっ

た。 

院内がん登録に関しては、必ずしもすべ
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ての病院で行う必要はないかもしれない。

しかし、現在、がん診療連携拠点病院や県

指定がん診療連携推進病院以外でも同様

な院内がん登録が行われており、今後、が

ん登録等の推進に関する法律が実施され

た暁にはすべての病院に届出義務が課せ

られることになる。そのことを考慮すると、

地域がん登録（将来は全国がん登録）に情

報提供するためだけではなく、その情報を

当該施設の特性や問題点の把握のために

利用できるような院内がん登録の設置が

望ましいと考える。 

 

Ｅ．結論 

拠点病院の院内がん登録では、がん症例

の抽出に様々な情報源を利用しているが、

今回の検討で、死亡情報、病理診断情報が

必ずしも有効に利用されていない実態が明

らかとなった。今回の漏れの症例について

は、地域がん登録側から情報提供すること

で院内がん登録の補足は可能と思われるが、

本来であれば、院内がん登録が注意すべき

ことではないかと考えられた。 

地域がん登録において届出数を確保する

手段として、入力用ソフトの提供は有用と

考えられた。病理診断情報の提供に関して

は、施設側の負担を最小限に抑えることの

できる情報収集手段という側面を持ってお

り、今後、多くの施設の協力が期待できる

と考えられた。院内がん登録の登録項目に

関しては、がん診療拠点病院以外でも拠点

病院と同等の院内がん登録を行っている施

設があり、今後開始予定の施設でも２割が

それと同等の院内がん登録を予定していた。

しかし、未回答、或は分からないと答えた

施設が 4割と多く、それぞれの特性につい

て説明が必要であると考えられた。 

 

Ｆ．健康危険情報 なし 
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